
令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止

1 新 議長公用車両管理事業

経年劣化した議長公用車を更新

　更新方法　メンテナンスリース方式

　リース期間（予定）　令和8年3月から令和15年2月まで（長期継続契約　7年間）

　導入車両（予定）　マツダCX-60PHEV（5人乗りのプラグインハイブリッド車両）

拡 議長公用車運行管理事業

市シルバー人材センターとの契約により実施している議長公用車の運転及び管理業務を民間事業者との契約による実施に変更

　変更時期　令和7年9月

　（債務負担行為限度額　令和7年度～令和9年度　12,500千円）

2 新 市長公用車両管理事業

経年劣化した市長公用車を更新

　更新方法　メンテナンスリース方式

　リース期間（予定）　令和8年3月から令和15年2月まで（長期継続契約　7年間）

　導入車両（予定）　マツダCX-60PHEV（5人乗りのプラグインハイブリッド車両）

拡 市長公用車運行管理事業

市シルバー人材センターとの契約により実施している市長公用車の運転及び管理業務を民間事業者との契約による実施に変更

　変更時期　令和7年9月

　（債務負担行為限度額　令和7年度～令和9年度　17,500千円）

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 95

1 議会費　1 議会費 議会事務局

議会運営事務費

15,911 13,468 2,443

予算審議資料(目的別)p.115

3,650

予算審議資料(目的別)p.116

5,100

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 95

2 総務費　1 総務管理費 秘書課

秘書事務費

15,586 12,917 2,669

No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

3 縮 コミュニティＦＭ整備事業（放送・送信設備更新）

更新計画に基づく令和6年度実施分の更新工事が完了したため縮小

4 継 シティプロモーション推進事業

第2期シティプロモーション戦略(令和6年度～令和8年度)に基づき、市民のまちへの愛着や誇りの醸成とふるさと納税の獲得

等に向け、ふるさと納税返礼品や事業者など、まちの魅力を情報発信

5 新 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業

地方公共団体情報システム標準化・共通化に伴い、行政システムを国の標準化システムへ移行

　令和7年11月移行予定

継 情報システム等更新事業

機器保守、ソフトウェアライセンス等の契約期限や耐用年数が到来するため、仮想基盤環境等の機器更新を実施

　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　210,000千円（9月補正））

　

電算管理事務費

705,643 303,843 401,800 －

予算審議資料(目的別)p.117

予算審議資料(目的別)p.117

6-3-1 戦略的・効果的な情報発信 △ 22,864

2 総務費　1 総務管理費 広報戦略課

コミュニティＦＭ整備事業費

860 23,724

182,200

2 総務費　1 総務管理費 デジタル化戦略課

△ 22,864

6-3-1 戦略的・効果的な情報発信 －

2 総務費　1 総務管理費 広報戦略課

シティプロモーション推進事業費

8,107 8,106 1

6-2-1 デジタル化の推進
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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説　明（当初予算対比）

6 新 固定資産管理システムクラウド化事業

現行システムの保守契約満了に伴い、サーバー方式の現行システムのクラウド化を実施

新 家屋評価・家屋台帳管理システム改修事業

地方公共団体情報システムの標準化・共通化に伴う基幹システムの変更にあわせ、基幹システムと連携している家屋評価・家

屋台帳管理システムを改修

7 新 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業

地方公共団体情報システムの標準化・共通化に伴い、標準化対象外業務の情報も追加し、パッケージ化した健康管理システム

を導入

　全体事業費28,000千円（総務費分(標準化対象)　23,600千円、衛生費分（標準化対象外）　4,400千円）

　令和7年11月移行予定

8 新 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業

地方公共団体情報システムの標準化・共通化に伴い、現行の生活保護システムから標準化準拠版の生活保護システムへ移行

　令和8年1月移行予定

9 継 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業

地方公共団体情報システム標準化・共通化に伴い、戸籍システム及び戸籍附票システムを国の標準化システムへ移行

　令和8年2月移行予定

予算審議資料(目的別)p.117

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 6,435

2 総務費　1 総務管理費 資産税課

電算管理事務費 1,760

8,195 1,253 6,942

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 －

2 総務費　1 総務管理費

社会福祉課

10,890

2 総務費　1 総務管理費

24,524

予算審議資料(目的別)p.117

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進

保健福祉課

0

市民課

電算管理事務費

85,693 20,868 64,825

10,890

0

2 総務費　1 総務管理費

予算審議資料(目的別)p.117

24,524

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進

23,600

電算管理事務費

予算審議資料(目的別)p.117

電算管理事務費

10,890
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単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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10 新 校務系・学習系ネットワーク統合事業

国の校務DXの方針に基づき、教員が業務で使用する校務系ネットワークと授業で使用する学習系ネットワークを統合すること

で、業務の効率化、円滑化及び迅速化を推進

11 継 光ケーブル更新事業

情報基盤施設の耐用年数が経過した機器を更新

整備施設　下徳良シェルター、和木シェルター（債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　142,500千円）

12 拡 公金事務取扱事業

公金収納事務等適正な経費負担の見直しのため、指定金融機関等での公金収納に係る事務手数料を指定金融機関等へ支出

　窓口収納　無償　→　1件当たり36.3円

　口座振替収納　1件当たり10.483円　→　1件当たり11円

13 継 円一エリア再編事業

市営駐車場（円一町、帝人通り）及び元円一町庁舎跡地等の公共施設再編に係る一体的な整備活用に向け、元ゆめきゃり更新計

画に基づく令和6年度実施分の更新工事が完了したため縮小

　整備計画 令和7年度　三原市歴史民俗資料館及び旧中央図書館解体工事、市営駐車場（円一町、帝人通り）解体設計

　　　　　 令和8年度　市営駐車場（円一町・帝人通り）解体工事、新駐車場整備設計

6-2-1 デジタル化の推進

出納事務費

電算管理事務費

55,671 0

42,531

55,671

予算審議資料(目的別)p.118

－

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進

予算審議資料(目的別)p.118

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 55,671

2 総務費　1 総務管理費 教育振興課

6-1-2 適正な財政運営の推進 －

2 総務費　1 総務管理費 財産管理課

公共施設マネジメント推進事業費

326,318

2 総務費　1 総務管理費 デジタル化戦略課

情報基盤施設維持管理費

204,974 162,443

5,526

2 総務費　1 総務管理費 会計室

31,751 20,175 11,576

予算審議資料(目的別)p.118

372,918 △ 46,600

予算審議資料(目的別)p.120
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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説　明（当初予算対比）

　　　　　 令和9年度　新駐車場整備工事、広場設計等

　　　　　 令和10年度 新駐車場供用開始、広場工事、大型遊具設置工事

　　　　　 令和11年度 広場・大型遊具供用開始

廃 元ゆめきゃりあセンター再編事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

継 未利用財産解体事業

用途廃止した旧久井支所及び周辺公共施設跡地の有効活用のため、既存建物の解体を実施

　解体対象建物　旧久井支所、就業構造改善センター、旧久井公民館及び久井集会所

　整備計画　令和7年度　建物解体工事、跡地活用に係る民間提案制度の導入

　　　　　　令和8年度　跡地活用に係る民間提案内容の協議及び検討

　　　　　　令和9年度　跡地活用に係る民間提案の事業実施

14 新 市長公用車・議長公用車駐車場整備事業

市営円一町駐車場の閉鎖に伴い、市長公用車及び議長公用車用の駐車区画を整備

整備内容　カーポート、車両充電設備

　　場所　建設協会南側0 2,700

△ 348,800

－

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 2,700

2 総務費　1 総務管理費 秘書課

公用車維持管理費

2,700

予算審議資料(目的別)p.118

－5－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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説　明（当初予算対比）

15 継 本郷支所移転事業

　耐震性に課題がある本郷支所の機能を本館から別館（南側）へ移転

　　所在地　　本郷南六丁目3番10号、　(本館）建築年　昭和43年、構造　鉄筋コンクリート造3階建、延床面積　1,662.54㎡

　　　　　　　　　　　　　　　　 　 （別館）建築年　平成6年、構造　軽量鉄骨造2階建、延床面積　 556.49㎡

　　スケジュール　　　令和7年度　機能移転、土地区画整理課は本庁舎5階に移動

　　　　　　　　　　  令和8年度　本館解体設計

　　　　　　　　　　  令和9年度　本館解体工事

16 新 生活交通バス路線維持運行事業

バス路線徳良線の廃止を受け、既存のバス路線甲山・三原線へ接続する代替交通を暫定的に運行

令和6年度12月補正からの変更点

市内事業者との調整により、代替路線専用のバスを配備することが困難等の理由から、運行方法を一般乗合旅客自動

車運送事業から自家用有償旅客運送（コミュニティバス）に変更

17 拡 生活航路運航事業

燃料費の高騰等により、向田港への寄港を継続することが困難となっているため、寄港に要する運航費の一部を補助

予算審議資料(目的別)p.122

3-6-7 持続可能な地域公共交通網の形成 2,190

2 総務費　1 総務管理費 生活環境課

生活航路運航事業費

45,490 46,660 △ 1,170

予算審議資料(目的別)p.122

3-6-7 持続可能な地域公共交通網の形成 14,600

2 総務費　1 総務管理費 生活環境課

生活交通バス路線運行事業費

159,559 138,036 21,523

6-1-2 適正な財政運営の推進 －

2 総務費　1 総務管理費 本郷支所

公共施設マネジメント推進事業費

3,500 77,200 △ 73,700

予算審議資料(目的別)p.120
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単位：千円
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説　明（当初予算対比）

18 拡 地域おこし協力隊活用事業

特別交付税措置の拡充に伴う地域おこし協力隊活動報償費の拡充

報償費　265千円/人･月→291千円/人･月（3,180千円/人･年→3,492千円/人・年）

（参考）特別交付税措置　上限3,200千円/人･年→3,500千円/人･年

19 拡 結婚新生活支援事業

新婚世帯に対し、住宅の取得費用、賃借費用及び引越費用の一部を補助

基準補助　二人とも29歳以下の世帯　上限600千円、30歳から39歳以下の世帯　上限300千円

加算補助　二人のうちどちらかが移住者　200千円、二人とも移住者　400千円

対象世帯　次の①～③の要件を満たす世帯

　　　　　①前年度1月1日から当年度3月31日の間に婚姻又はパートナーシップ宣誓書を受領し、申請時に本市に住所が

　　　　　　ある世帯

　　　　　②二人とも婚姻日における年齢が39歳以下かつ世帯所得500万円未満

　　　　　③二人ともマイナンバーカードを取得

20 拡 就労・移住定住支援事業

市外からの移住により、市内の民間施設（医療、介護、福祉、幼稚園、保育園等）で新規就労する人に対し、移住支援金を交

付、また、同施設への新規就労者に対し、就労奨励金を交付

移住支援金　補助額　上限460千円

　　　　　対象職種　看護師、准看護師、保健師、助産師、介護福祉士、介護福祉士実務者研修修了者

5-1-1 移住の促進、関係人口の創出

5-1-1 移住の促進、関係人口の創出 400

移住定住促進事業費

42,750 48,700 △ 5,950

予算審議資料(目的別)p.123

2 総務費　1 総務管理費 地域企画課

移住定住促進事業費

42,750 48,700 △ 5,950

予算審議資料(目的別)p.123

2 総務費　1 総務管理費 地域企画課

2,808

2 総務費　1 総務管理費 地域企画課

5-1-1 移住の促進、関係人口の創出 0

地域おこし協力隊活用事業費

56,455 51,873 4,582

予算審議資料(目的別)p.123
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

　　　　　　　　　　介護職員初任者研修修了者、幼稚園教諭、保育士、保育教諭

就労奨励金　一律200千円（市内在住者も可）

　　　　　対象職種　看護師、准看護師、保健師、助産師、介護福祉士、介護福祉士実務者研修修了者

　　　　　　　　　　介護職員初任者研修修了者、幼稚園教諭、保育士、保育教諭

21 廃 大和支所庁舎脱炭素化推進事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

　

22 廃 自転車用ヘルメット購入費補助事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

23 新 家庭用防犯カメラ等設置費補助事業

防犯対策として家庭用防犯カメラ及び屋外用センサーライトを設置する者に対して、購入費等の一部を補助

補助率　1/2　限度額　10千円

拡 防犯電話購入費補助事業

特殊詐欺防止のため、高齢者（75歳以上→65歳以上）に対して、防犯機能付き電話機の購入に要する費用の一部を補助

2 総務費　1 総務管理費 大和支所

庁舎維持管理費

17,532 123,897 △ 106,365

3-4-2 防犯活動・交通安全対策の推進 4,000

2 総務費　1 総務管理費 生活環境課

350

予算審議資料(目的別)p.124

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 △ 104,000

生活環境課

3-4-2 防犯活動・交通安全対策の推進 △ 3,600

2 総務費　1 総務管理費

安心・安全事業費

9,464 5,115 4,349

交通安全事業費

3,938 7,510 △ 3,572

－8－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

補助率　1/2　限度額　10千円

24 拡 定額減税補足給付金事業（不足額給付）

①令和6年度に実施した定額減税補足給付金事業において、令和5年分所得等を基に令和6年分所得税額を推計して算定した給付

　済額と令和6年分所得等の確定により算定した本来給付すべき額との間に差額が生じた者にその差額を給付

②本人及び扶養親族等として定額減税対象外であり、かつ低所得世帯向け給付の対象世帯の世帯主・世帯員にも該当しなかった

　者に原則4万円を給付（例：事業専従者、合計所得48万円超の者）

　支給開始時期（予定）　令和7年度個人住民税当初課税（令和7年6月1日）以降

　不足額給付対象見込人数　7,100人

　給付見込総額　190,000千円

25 継 市立保育所等給食費負担軽減事業

市立の保育所及び認定こども園における給食の原材料高騰相当額について、地方創生臨時交付金を活用し、保護者の給食費負担

を据え置き、保護者負担を軽減

　原材料高騰相当額：3歳未満　30円/食、3歳以上　20円/食

継 私立保育所等給食費負担軽減事業

－ 210,500

2 総務費　1 総務管理費 市民税課

物価高騰対応重点支援事業費

－ －

2 総務費　1 総務管理費

△ 604

－

210,500 840,700 △ 630,200

12,700

予算審議資料(目的別)p.125

予算審議資料(目的別)p.125

こども保育課

物価高騰対応重点支援事業費

12,096

－9－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

私立の保育所、認定こども園及び地域型保育事業における給食の原材料高騰相当額について、地方創生臨時交付金を活用し、事

業者へ補助することにより、保護者の給食費負担額を据え置き、保護者負担を軽減

　原材料高騰相当額：3歳未満　30円/食、3歳以上　20円/食

26 継 市立小中学校等給食費負担軽減事業

市立の小学校、中学校、幼稚園及び幼稚園型認定こども園における給食の原材料高騰相当額について、地方創生臨時交付金を活

用し、保護者の給食費負担金額を据え置き、保護者負担を軽減

　原材料高騰相当額：児童生徒　30円/食、幼児（3歳未満）　30円/食、幼児（3歳以上）　20円/食

27 継 私立幼稚園等給食費負担軽減事業

私立の幼稚園及び幼稚園型認定こども園における給食の原材料等高騰相当額について、地方創生臨時交付金を活用し、事業者へ

補助することにより、保護者の給食費負担金額を据え置き、保護者負担を軽減

　原材料高騰相当額：3歳未満　30円/食、3歳以上　20円/食

28 新 市制施行２０周年記念事業

市制施行２０周年を市全体で祝うとともに、市勢発展に資することを目的に、記念式典及び各種記念事業を実施

 (債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　8,500千円（12月補正、2月補正）)

式典開催日時　令和7年5月17日（土）10時から

　　　　場所　三原市芸術文化センター　ポポロ

2,500 631

予算審議資料(目的別)p.125

－ －

2 総務費　1 総務管理費 学校給食課

物価高騰対応重点支援事業費

33,434 34,291 △ 857

予算審議資料(目的別)p.125

－

物価高騰対応重点支援事業費

3,131

2 総務費　1 総務管理費 秘書課

－ 11,400

2 総務費　1 総務管理費 教育振興課

市制施行２０周年記念事業費

11,400 0 11,400

予算審議資料(目的別)p.127

－

－10－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

市民提案事業費補助（補助総額5,000千円）

　 　　市民等が行う賑わいの創出につながる事業に対し補助（補助率2/3、補助上限300千円）

　　　補助対象事業の実施期間　令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

29 拡 市制施行２０周年記念事業　沼田本郷夏まつり実行委員会補助

記念花火の打ち上げを実施

開催日　令和7年7月19日（土）（予定）

場所　本郷支所周辺

30 拡 市制施行２０周年記念事業　久井！さわやか高原祭り実行委員会補助

久井地域の伝統芸能を披露するとともに、久井地域の特産品のＰＲや販売を実施

開催日　令和7年10月26日（日）（予定）

場所　久井保健福祉センター周辺

31 拡 市制施行２０周年記念事業　白竜湖花火実行委員会補助

記念花火の打ち上げを実施

開催日　令和7年4月5日（土）

場所　白竜湖スポーツ村公園

2 総務費　1 総務管理費 大和支所

市制施行２０周年記念事業費

3,000 0 3,000

予算審議資料(目的別)p.127

予算審議資料(目的別)p.127

－ 500

－ 500

－ 500

1,500 0 1,500

2 総務費　1 総務管理費 本郷支所

市制施行２０周年記念事業費

3,000 0 3,000

予算審議資料(目的別)p.127

2 総務費　1 総務管理費 久井支所

市制施行２０周年記念事業費

－11－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

32 拡 市制施行２０周年記念事業　さつき祭り振興協議会補助（補助総額600千円）

次世代の担い手となる市内大学生によるブース出展を実施

開催日　令和7年5月24日（土）、令和7年5月25日（日）

場所　三原市芸術文化センター　ポポロ及び宮浦公園周辺

拡 市制施行２０周年記念事業　やっさ祭り振興協議会補助（補助総額10,000千円）

祭り開催にあわせ機運醸成に繋がる会場周辺でのイベントや拠点でのプロモーションを実施

開催日　令和7年8月8日（金）～8月10日（日）

場所　三原駅周辺、花火は沼田川河口

拡 市制施行２０周年記念事業　三原の観光を考える協議会補助（補助総額2,500千円）

浮城まつりにおいて、歴史をテーマとした体験型イベントを実施

開催日　令和7年11月8日（土）、11月9日（日）（予定）

場所　三原城跡歴史公園周辺

拡 市制施行２０周年記念事業　神明市協賛会補助（補助総額1,500千円）

神明市の名物である「神明だるまくじ」の景品として市内の産品を活用

開催日　令和8年2月6日（金）～2月8日（日）

場所　三原駅北側一帯

－ 100

100

2 総務費　1 総務管理費 観光課

市制施行２０周年記念事業費

14,600 0 14,600

予算審議資料(目的別)p.127

3,200

500

－12－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

33 新 市制施行２０周年記念事業　第17回三原市民体育大会

各クラス優勝地区に、市制施行20周年の記念トロフィーを贈呈

　開催日　令和7年10月12日（日）

　場所　やまみ三原運動公園

34 拡 市制施行２０周年記念事業　二十歳を祝う会「市制施行２０周年記念講演」事業

二十歳を迎える若者が「大人の自覚」や「前向きな志」について考え、それを抱くきっかけの場となるよう、講演会を実施

　開催日　令和8年1月11日（日）

　会場　芸術文化センター　ポポロ　ホール

35 新 市制施行２０周年記念事業　（仮称）文化財と未来の文化財の祭典

無形民俗文化財を中心とした民俗芸能と三原に縁のある人物・団体による講演や演技を発表・鑑賞できる祭典を開催

　開催日　令和8年2月1日（日）

　会場　芸術文化センター　ポポロ　ホール

　演目（予定）

　　県指定無形民俗文化財：ちんこんかん、能地春祭りのふとんだんじり、稲生神社ぎおん祭のおどり

　　市指定無形民俗文化財：小坂チンコンカン、八ツ頭チコカン踊り、大和町神楽

　　未来の文化財：やっさ踊りなど

－ 1,100

2 総務費　1 総務管理費 文化課

市制施行２０周年記念事業費

1,100 0 1,100

予算審議資料(目的別)p.127

2 総務費　1 総務管理費 生涯学習課

市制施行２０周年記念事業費

1,400 0 1,400

予算審議資料(目的別)p.127

－ 200

2 総務費　1 総務管理費 スポーツ振興課

市制施行２０周年記念事業費

200 0 200

予算審議資料(目的別)p.127

－ 200

－13－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

36 廃 家屋評価システム及び家屋台帳管理システムクラウド化事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

37 廃 三原市長選挙

任期満了日　令和6年8月8日

選挙期日　令和6年7月28日執行

　令和6年度で事業完了

38 新 参議院議員一般選挙

任期満了日　令和7年7月28日

選挙執行日　任期満了前30日以内

公示日　選挙執行日の17日前

39 新 広島県知事選挙

任期満了日　令和7年11月28日

選挙執行日　任期満了前30日以内

公示日　選挙執行日の17日前45,500 0 45,500

予算審議資料(目的別)p.130

2 総務費　4 選挙費
選挙管理委員会事務

局

参議院議員選挙費

52,500 0 52,500

予算審議資料(目的別)p.130

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 45,500

2 総務費　4 選挙費
選挙管理委員会事務

局

県知事選挙費

－ △ 43,909

2 総務費　4 選挙費
選挙管理委員会事務

局

市長選挙費

0 43,909 △ 43,909

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 52,500

6-1-2 適正な財政運営の推進 △ 594

2 総務費　2 徴税費 資産税課

賦課徴収事務費

91,031 40,791 50,240

－14－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

40 新 三原市議会議員一般選挙

任期満了日　令和7年4月23日

選挙期日　令和7年4月13日執行予定

告示日　令和7年4月6日

41 継 統計調査事業

5年に一度実施する国勢調査等を実施

　基準日　令和7年10月1日　

　調査期間　令和7年9月20日～10月27日

　調査対象　約44,000世帯　調査員数　約600人

42 拡 避難行動要支援者避難支援事業

介護専門職を配置している居宅介護支援事業所等に、避難行動要支援者の個別避難計画の作成を委託することにより、災害時

の避難支援体制整備を促進

43 拡 子どもの学習支援事業

民間事業者への委託により実施している生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業について、集合型の会場への来場が困難な

児童生徒向けにオンライン受講を追加（定員　集合型10人　オンライン型5人）

市がサン・シープラザで開催していた集合型の会場は廃止　

拡 生活困窮者住宅確保給付事業

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 －

2 総務費　5 統計調査費 総務課

統計調査事業費

59,912 10,630 49,282

予算審議資料(目的別)p.130

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 79,000

2 総務費　4 選挙費
選挙管理委員会事務

局

市議会議員選挙費

79,000 0 79,000

26,316 20,196

予算審議資料(目的別)p.131 4,966

2,104 2,977 △ 873

6,120

高齢者福祉課

避難支援事業費

3 民生費　1 社会福祉費

3-2-2 長寿社会対策の推進 1,922

生活困窮者自立支援事業費

851

3 民生費　1 社会福祉費 社会福祉課

予算審議資料(目的別)p.131

3-2-4 社会保障制度の適正な運営

－15－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

配偶者との死別等により、世帯の年金収入が減少した高齢者や疾病等で離職し、就労収入を増やすことが難しい者等に対し、家

賃が低廉な住宅への転居費用を支給

44 拡 地域共生社会推進事業

福祉の課題に直面しているが、相談や支援を受けることに高いハードルを感じる人たちに対して、ハードルを下げるようなポス

ターを掲示するとともに、相談窓口と支援内容を分かりやすく伝えるリーフレットを作成

新 終活安心サポート事業

啓発セミナーやリーフレット作成による終活に関する啓発やエンディングノートの活用促進を図るとともに、終活関連情報の登

録制度を創設

　※終活関連情報登録制度とは緊急連絡先、葬儀等の生前契約先及びエンディングノートの保管場所等の情報について、本人が

　　答えられない状況となった時に、警察や消防等の本人が指定した機関からの照会に市が回答できるよう、事前登録する制度

45 新 障害福祉計画等策定事業

第8期障害者プラン（令和9年度～令和11年度）を策定

　R7年度　障害者、障害児の保護者を対象とした障害者施策に関するアンケート調査

　R8年度　計画策定　

　（債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　3,000千円）

予算審議資料(目的別)p.131

629 657

予算審議資料(目的別)p.132

29,774 27,724 2,050 800

3-2-1 地域共生社会の推進

3-2-3 障害者福祉の充実 777

3 民生費　1 社会福祉費 障害者福祉課

650

3 民生費　1 社会福祉費

障害者福祉一般事務費

1,286

社会福祉課

地域共生社会推進事業費
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

46 新 高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定事業

第10期高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和9年度～令和11年度）を策定

　R7年度　要介護認定を受けていない65歳以上の市民を対象とした生活や介護に関するアンケート調査

　R8年度　計画策定　

　（債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　4,500千円）

47 拡 地域医療介護総合確保事業

小規模多機能型居宅介護施設の整備費用を補助（補助率10/10　上限48,501千円）

　対象事業者は公募により令和7年度に決定

介護保険施設の事業者に対し、介護ロボットの導入費用を補助（補助率10/10、上限　定員1人当たり496千円）

　対象施設：介護老人保健施設里仁苑（定員160人）、老人保健施設桃源の郷（定員58人）、介護医療院仁生苑（定員110人）

48 新 高齢者補聴器購入費補助事業

聴力の低下により日常生活に支障がある65歳以上の高齢者に対し、補聴器の購入に要する費用の一部を補助

（令和6年度は9月補正）

　補助率2/3　上限37千円

49 拡 高齢者保健事業・介護予防一体的実施事業

75歳以上で医療・介護等のサービスを利用していない人の健康状態を確認するためのアンケート調査を実施し、アンケートで状

況を把握できない人に対しては、保健師が訪問し、健康状態を確認

　対象者　①から③全てに該当する人

　　①過去2年間健康診断受診歴なし

3-2-2 長寿社会対策の推進 580

3 民生費　1 社会福祉費 保健福祉課

高齢者保健事業・介護予防一体的実施事業費

2,093 1,546 547

予算審議資料(目的別)p.135

3-2-4 社会保障制度の適正な運営 165,389

3 民生費　1 社会福祉費 高齢者福祉課

介護事業費

216,522 50,998 165,524

3-2-4 社会保障制度の適正な運営 1,885

1,885 0 1,885

予算審議資料(目的別)p.134

予算審議資料(目的別)p.134

3 民生費　1 社会福祉費 高齢者福祉課

老人福祉一般事務費

予算審議資料(目的別)p.134

3-2-2 長寿社会対策の推進 5,920

3 民生費　1 社会福祉費 高齢者福祉課

高齢者難聴対策事業費

5,920 0 5,920
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

　　②入院・外来・歯科受診なし

　　③要支援・要介護認定なし

50 新 犯罪被害者等支援事業

犯罪被害者等支援条例の施行に伴い、犯罪被害者等が受けた被害の軽減及び回復を図るために必要な支援を実施

支援内容　犯罪被害者等見舞金の支給（遺族見舞金　300千円、傷害見舞金　100千円）

51 継 本郷人権文化センター耐震改修事業

本郷人権文化センターの耐震改修、エレベーター設置、空調設備及び太陽光発電設備整備（10kw）に係る工事を実施

　所在地　本郷北三丁目16番10号、建築年　昭和56年、鉄筋コンクリート造2階建、延床面積　384.38㎡

52 新 大学等受験料補助事業

低所得のひとり親世帯や子育て世帯等の子どもを対象に、大学等の受験料や模擬試験受験料の一部を補助

　※大学等…大学、短大、専修学校、高等専門学校（4年編入学時）

　　大学等受験料　対象者　高校3年生等（20歳未満）、補助上限　53千円/人

　　模擬試験受験料　対象者　高校3年生等（20歳未満）、補助上限　8千円/人　

1-1-1 人権教育・啓発の推進

400

3 民生費　1 社会福祉費 人権推進課

人権啓発事業費

5,986

人権推進課

施設維持管理費

247,150 18,748

19,827

予算審議資料(目的別)p.138

1-1-1 人権教育・啓発の推進

ひとり親家庭等自立支援事業費

423,990 404,163

2-1-1 子ども・子育て支援の充実

4,664

228,402

－

3 民生費　2 児童福祉費 子育て支援課

予算審議資料(目的別)p.136

395

3 民生費　1 社会福祉費

1,322

予算審議資料(目的別)p.136
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

　　　　　　　　　　対象者　中学3年生、補助上限　6千円/人

53 新 こども計画推進事業

子どもの意見を市の子ども・子育て施策に反映させるため、子どもが参加する「こども会議」を開催

拡 ヤングケアラー支援事業

市立の全ての小・中学校を対象に、ヤングケアラーについて理解を深め、早期発見及び支援につなげるため、教員を対象とした

出前講座を実施

54 新 育児体験事業

将来を見据えた少子化対策として、中学生、高校生等を対象に育児体験を通して、家庭をもつことや子育てについて学び、理解

を深める場を提供

55 拡 放課後児童クラブ環境改善事業

こども・子育て支援事業債（充当率90%、交付税措置率50%）を活用し、放課後児童クラブの環境を改善

　沼田放課後児童クラブ　クラブ室内にトイレ2基を新設

　明神・明神第2放課後児童クラブ　トイレ増設（3基→5基）及び手洗い場改修

予算審議資料(目的別)p.141

19,717 24,285 △ 4,568

予算審議資料(目的別)p.139

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 15,600

3 民生費　2 児童福祉費 子育て支援課

子ども居場所づくり事業費

356,594 328,342 28,252

子ども・子育て支援事業費

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 600

3 民生費　2 児童福祉費 子育て支援課

子ども・子育て支援事業費 250

19,717 24,285 △ 4,568

3 民生費　2 児童福祉費 子育て支援課

予算審議資料(目的別)p.139

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 600
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

56 縮 チャイルドシート購入費補助事業

他の経済的支援の充実が図られてきたことから、チャイルドシート購入費への補助事業を令和7年9月末で終了

57 拡 市立保育所完全給食事業

市立保育所の給食において、主食を提供していない期間（4月から5月及び10月から3月の8か月間）について、衛生面、温かい

食事の提供及び多様な主食メニューの提供の観点から、完全給食を実施

拡 市立保育所施設整備事業

こども・子育て支援事業債（充当率90%、交付税措置率50%）を活用するなどし、市立保育所のフェンス改修、トイレ洋式化、空

調設備改修等の環境改善を実施

　フェンス改修　幸崎保育所

　トイレ洋式化　中之町保育所、本郷保育所

　空調設備改修、屋上防水改修　本郷ひまわり保育所

　給食室トイレ用手洗い場設置　高坂保育所

58 縮 地域型保育事業

新たな幼保連携型認定こども園（くすのき認定こども園）が整備されたことに伴う、小規模保育事業所（なかよし保育園）分の

地域型保育給付費の減

3 民生費　2 児童福祉費 こども保育課

施設維持管理費

449,184 382,224 66,960 39,200

予算審議資料(目的別)p.143

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 △ 33,481

3 民生費　2 児童福祉費 こども保育課

地域型保育事業費

160,293 194,098 △ 33,805

予算審議資料(目的別)p.144

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 △ 406

3 民生費　2 児童福祉費 子育て支援課

子育て世帯支援事業費

1,518 1,820 △ 302

予算審議資料(目的別)p.139

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 2,674
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

59 拡 市立認定こども園完全給食事業

市立認定こども園の給食において、主食を提供していない期間（4月から5月及び10月から3月の8か月間）について、衛生面、

温かい食事の提供及び多様な主食メニューの提供の観点から、完全給食を実施

拡 市立認定こども園施設整備事業

こども・子育て支援事業債（充当率90%、交付税措置率50%）を活用し、大和認定こども園の空調設備新設等の環境改善を実施

60 拡 私立認定こども園運営助成事業

新たな幼保連携型認定こども園（くすのき認定こども園（宮沖五丁目））が整備されたことに伴う、施設型給付金及び施設等利

用費の拡充

61 新 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業【No.7再掲】

地方公共団体情報システムの標準化・共通化に伴い、標準化対象外業務の情報も追加し、パッケージ化した健康管理システム

を導入

　全体事業費28,000千円（総務費分(標準化対象)　23,600千円、衛生費分（標準化対象外）　4,400千円）

　令和7年11月移行予定

62 拡 不妊検査費等補助事業

先進医療費等の併用により、治療費の全額が自己負担となる場合の特定不妊治療費の補助上限額を50千円から150千円に引き

上げ

予算審議資料(目的別)p.147

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 600

4 衛生費　1 保健衛生費 こども安心課

母子保健事業費

77,352 79,319 △ 1,967

予算審議資料(目的別)p.147

172,170 148,558 23,612 13,700

予算審議資料(目的別)p.145

3-1-2 医療体制の維持 4,400

4 衛生費　1 保健衛生費 保健福祉課

保健衛生一般事務費

12,867 1,091 11,776

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 87,645

3 民生費　2 児童福祉費 こども保育課

私立認定こども園運営助成事業費

1,310,082 1,409,231 △ 99,149

予算審議資料(目的別)p.145

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 1,308

3 民生費　2 児童福祉費 こども保育課

施設維持管理費
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令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

63 新 健康づくりプロモーション事業

がん検診の受診率向上やウオーキング等の運動に取り組む市民の増加を目的に、ナッジ理論（行動変容を促す手法・戦略）を活

用したオリジナルコンテンツを作成し、市公式LINEで配信

市ホームページ内にサブサイトを開設し、健康づくりに関する情報を分かりやすく、効果的に発信

64 継 ひきこもり支援ステーション事業

ひきこもり状態にある本人や家族からの相談を受け、必要に応じて訪問等を行うとともに、居場所支援事業において、利用者の

ニーズに対応した環境を提供するため、従前の公共施設から訪れやすい場所（民間施設）に拠点を変更

65 新 地域医療設備借入金償還費補助事業

地域で共同利用している市医師会所有のPET-CT装置の更新に係る借入金の利子を補助

　※PET-CT装置とはがんの早期発見の手段として陽電子を放出する物質を被検者の体内に投与し、その挙動を画像として捉え、

　　体内を断層的に撮影することができる検査機器

　（債務負担行為限度額　令和7年度～令和12年度　償還利子の合計額　（元金　145,000千円））

拡 世羅中央病院企業団運営事業

世羅中央病院企業団が大和地域で巡回診療を行うことにより、へき地医療拠点病院の指定を受け、不採算地区中核病院の要件に

該当したため、世羅中央病院企業団への負担金を増額（特別交付税措置あり）

三原市と世羅町の負担率を直近3年間（令和3年度から令和5年度）の患者割合に合わせて変更

（三原市16.8%、世羅町83.2%　→　三原市22.9%、世羅町77.1%）

128,690 82,742 45,948

予算審議資料(目的別)p.150

43,853

4 衛生費　1 保健衛生費 保健福祉課

健康づくり推進事業費

11,698 11,461 237

予算審議資料(目的別)p.148

3-1-2 医療体制の維持 1,824

4 衛生費　1 保健衛生費 保健福祉課

地域医療体制推進事業費

3-1-1 健康づくりの推進 －

4 衛生費　1 保健衛生費 保健福祉課

精神保健福祉事業費

13,986 14,046 △ 60

予算審議資料(目的別)p.150

3-1-1 健康づくりの推進 2,770
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66 新 新型コロナウイルスワクチン接種事業

新型コロナウイルスワクチンの定期接種を実施（令和6年度は6月補正）

　対象者　(1) 65歳以上の者

　　　　　(2) 60歳～64歳の心臓・腎臓・呼吸器・免疫不全で身体障害者手帳1級相当の者

　接種費用　(1) 生活保護被保護世帯及び住民税非課税世帯の者　自己負担 0円

　　　　　　(2) (1) 以外の者　自己負担 2,100円　

新 帯状疱疹ワクチン接種事業

令和7年4月1日から帯状疱疹ワクチンの定期接種を実施

定期接種対象者以外の接種費用について市独自に助成

　定期接種対象者　(1) 65歳の者（5年間の経過措置として5歳年齢ごと（70、75、80、85、90、95、100（令和7年度に限り100

　　　　　　　　　　　歳以上））の者）

　　　　　　　　　(2) 60歳～64歳のヒト免疫不全ウイルスにより、免疫の機能に日常生活がほとんど不可能な程度の障害を

　　　　　　　　　　　有する者

　市独自分対象者　定期接種対象者を除く66歳以上の者（早期に接種の機会を提供するため、令和7年度に限り、市独自で実施）

　接種費用　(1) 生活保護被保護世帯及び住民税非課税世帯の者　自己負担 0円

　　　　　　(2) (1) 以外の者　自己負担 接種費用の約3割　

生ワクチン

不活化ワクチン

予算審議資料(目的別)p.151

351,300

3-1-1 健康づくりの推進

1回 2,500円

89,407

4 衛生費　1 保健衛生費 保健福祉課

感染症対策事業費

510,060 76,189 433,871

接種回数 自己負担

6,500円/1回

区分

2回
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67 新 野良犬・野良猫対策事業

地域猫活動などを行う町内会やボランティア団体に対し、野良猫の不妊去勢手術に係る費用を補助

補助率　10/10、上限　対象猫１匹当たり雄10千円、雌15千円

※地域猫活動とは、地域住民が主体となり野良猫の不妊去勢手術やエサやり、ふん尿の管理を行う活動

68 新 水源保全推進事業

三原市水源保全条例の施行に伴い、水質検査結果に対する技術的助言及び水源保全委員会資料の作成支援等を委託

69 拡 古紙類収集事業

市内に設置している古紙回収ボックスをコミュニティセンター、公民館等に増設

　設置数　4箇所→19箇所（古紙回収ボックスを15箇所増設）

70 廃 地方公共団体実行計画策定事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

脱炭素社会推進事業費

31,677 31,807 △ 130

3-5-1 環境保全と脱炭素の推進 △ 6,050

予算審議資料(目的別)p.152

公害防止対策事業費

予算審議資料(目的別)p.152

3-4-3 消費者・生活者の安心の確保

1,383 114

300

4 衛生費　1 保健衛生費 生活環境課

感染症対策事業費

1,497

予算審議資料(目的別)p.153

4 衛生費　2 清掃費

97,513 95,292 2,221

4,229

3-5-2 循環型社会の形成 4,500

環境施設課

廃棄物減量等推進事業費

3-5-1 環境保全と脱炭素の推進 1,946

4 衛生費　1 保健衛生費

10,975 6,746

生活環境課

4 衛生費　1 保健衛生費 生活環境課
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71 継 塵芥収集事業（令和7年度配備分）

塵芥収集車更新　1台　9,131千円（令和6年度　0千円、令和7年度　9,131千円）

（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　10,000千円）

　4t車を積載量に遜色がなく、機動性が高い2tワイドベース車に更新

新 塵芥収集事業（令和8年度配備分）

塵芥収集車更新　1台（債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　10,000千円）

　更新時期が到来した2t車を更新

72 新 もやすごみ処理施設整備基本構想策定事業

現在の清掃工場は令和13年度まで使用することとしているが、令和14年度以降の事業継続のため、もやすごみ処理施設整備

方針を基に基本構想を策定

　スケジュール　令和7年度　基本構想策定

　　　　　　　　令和8年度　循環型社会形成推進計画策定

73 新 し尿処理施設整備方針検討事業

現在の汚泥再生処理センターは平成25年度から令和9年度までの15年間の運転計画に基づいた運転を行っているが、令和10年

度以降の施設の整備について、現施設の延命化や処理方式の見直し、建替え、民間活用など様々なケースのメリット、デメ

リット及び費用の比較検討等を実施177,556 159,917

3-5-2 循環型社会の形成 9,500

4 衛生費　2 清掃費

施設維持管理費

予算審議資料(目的別)p.153

3-5-2 循環型社会の形成 5,000

4 衛生費　2 清掃費 環境施設課

施設維持管理費

環境施設課

410,729 385,203 25,526

予算審議資料(目的別)p.153 0

17,639

予算審議資料(目的別)p.153

766,305 677,757 88,548

3-5-2 循環型社会の形成 －

4 衛生費　2 清掃費 環境施設課

塵芥収集事業費
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74 新 農業振興地域整備促進事業

農業振興地域整備計画の土地利用計画図等の見直し（前回実施は令和2年度）

75 拡 有害鳥獣駆除対策事業

有害鳥獣による農作物等への被害を防止するため、現行の有害鳥獣捕獲班制度（猟友会員の銃猟免許所持者限定、捕獲活動の

みに従事）から鳥獣被害対策実施隊制度（ワナ猟免許を持つ一般猟友会員も対象、捕獲活動に限定せず被害相談・環境改善な

どの指導にも総合的に対応）へ再構築

　

76 拡 スマート農業導入支援事業

草刈作業の省力化実地検証の結果により、ロボット草刈機（果樹経営）及びラジコン草刈り機の導入費の一部を認定農業者

に対し補助

　ロボット草刈機　補助率　1/2、限度額　300千円/者

　ラジコン草刈機　補助率　1/2、限度額　500千円/者

育苗作業の省力化（代かき同時播種）実地検証（調査）

4-3-2 農林水産基盤の保全と長寿命化 3,545

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林水産課

有害鳥獣対策事業費

61,914 52,626

予算審議資料(目的別)p.157

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興

0 1,300

1,300

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林水産課

農業振興地域整備促進事業費

予算審議資料(目的別)p.156

900

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林水産課

1,300

9,288

予算審議資料(目的別)p.157

スマート農業支援事業費

3,900 3,000 900
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77 新 機能保全計画策定事業

農道長谷町13号線（姫草トンネル）の5年に1回の定期点検

　機能診断業務一式

78 継 農業水路等長寿命化・減災防災事業

長谷排水機場電気設備更新工事は令和6年度に完了

長谷排水機場除塵機設備更新工事実施設計、蛤池廃止工事実施設計、萩原上幹線水路改良工事

七宝排水機場機械・電気設備改修工事（県施行）、両名排水機場改修工事（県施行）

79 新 海底環境改善事業

　海底環境改善のための海底耕うんを行い、効果検証のための調査を実施

継 漁場基盤改良事業

従来の魚礁設置から藻場の再生及び造成へ内容を変更し、藻場礁沈設工事を実施

　藻場礁（タコ産卵・施肥付）20基程度の沈設

80 新 事業承継マッチング事業

後継者を募集したい事業者情報を事業承継マッチングサイトを活用して発信し、後継者を募ることで、譲り手と継ぎ手のマッ

チングを支援

7 商工費　1 商工費 商工振興課

産業振興事業費

8,516 3658,881

4-3-2 農林水産基盤の保全と長寿命化 2,000

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林整備課

漁場改良事業費 －

16,569 33,569 △ 17,000

予算審議資料(目的別)p.160

－

農林水産課

農業用施設維持管理費

58,694 70,619 △ 11,925

予算審議資料(目的別)p.158

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林整備課

農業用施設改良事業費

196,850 259,139

4-2-1 商工業・サービス業の振興 700

予算審議資料(目的別)p.159

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興 7,000

6 農林水産業費　1 農林水産業費

予算審議資料(目的別)p.162

△ 62,289

4-3-2 農林水産基盤の保全と長寿命化
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81 新 地方就職学生支援事業

東京都内に本部がある東京圏の大学を卒業し、県内の企業に就業する者が地方就職支援金の要件を満たす場合に、県と居住予

定地の市町が共同して支援金を支給（令和6年度は6月補正）

　就職活動に係る往復交通費の半額（上限額16千円）

　移住に係る移転費（上限額108千円（予定））

82 拡 スタートアップ創出シティカレッジ事業

新たに起業しようとする人材や社内ベンチャーに意欲のある人材を掘り起こし、具体的な事業確立に向けたノウハウを教授し、

実際に事業が動き出すまでを伴走支援

　SNSマーケティングの専門家による講義を追加

83 新 企業立地意向調査事業

国内企業における今後の設備投資の動向と本市への立地の可能性に関する基礎データを収集

新 産業団地整備検討事業

令和2年度に実施した産業用地適地選定(小規模用地)において抽出したエリアについて、新たに産業団地整備の事業化を検討

84 新 第50回記念三原やっさ祭り支援事業

開催50回という大きな節目にあたり、記念大会にふさわしい祭りの魅力向上と今後の持続可能な開催を視野に支援を実施

　ステージイベントの拡充、花火のグレードアップ

　踊りの法被や浴衣、大うちわの整備8,820

予算審議資料(目的別)p.166

4-2-1 商工業・サービス業の振興 4,000

7 商工費　1 商工費 商工振興課

22,437 13,617

企業誘致対策事業費 7,000

144,722 133,921

4-2-1 商工業・サービス業の振興 192

7 商工費　1 商工費 商工振興課

雇用就労支援事業費

5-2-1 観光の振興 18,000

7 商工費　1 商工費 観光課

観光資源整備事業費

予算審議資料(目的別)p.165

4-1-1 起業の支援 150

7 商工費　1 商工費 商工振興課

起業化促進事業費

13,585 13,996 △ 411

予算審議資料(目的別)p.164

21,055 20,102 953

予算審議資料(目的別)p.163

10,801
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85 新 佐木島観光推進事業

辺地対策事業債（充当率100％、交付税措置率80％）を活用して舗装改修や路面表示を行い、佐木島へのサイクリングによる観

光振興及び活性化を図る環境整備を実施

　既存道路の舗装改修、景観防護柵及び路面標示の設置

事業期間　令和7年度から令和9年度

寄附による塔の峰への桜の植樹

86 拡 木造住宅耐震化事業

旧耐震基準で建築された耐震基準に満たない木造住宅について、耐震化工事に要する費用の一部を補助

　国・県の補助上限額が変更になったことに伴う市補助の上限額の変更

全体耐震改修　補助率　1/2、限度額　1,000千円→1,150千円

部分耐震改修　補助率　1/2、限度額　400千円

耐震シェルター設置　補助率　1/2、限度額　200千円

建替え　補助率　4/5、限度額　1,000千円→1,150千円

除却　補助率　23/100、限度額　500千円→580千円

※「旧耐震基準」とは、新耐震基準が施行された昭和56年5月以前の基準

113,626

5-2-1 観光の振興 114,000

7 商工費　1 商工費 観光課

3-3-2 災害に強いまちの構築 600

8 土木費　1 土木管理費 建築指導課

建築物災害対策事業費

39,119 22,844 16,275

予算審議資料(目的別)p.173

観光推進事業費

118,070 4,444

予算審議資料(目的別)p.166
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説　明（当初予算対比）

87 継 都市防災総合推進事業

令和5年度に策定した復興まちづくり計画に基づき、本郷町船木の下畑地区において、避難路整備に係る用地取得及び工事を

実施

88 新 自転車通行空間整備事業

自転車活用推進計画に基づき、歩行者、自転車、自動車を適切に分離する必要がある路線（市道円一町1号線外）の測量設計

を実施

89 拡 交通安全施設整備事業

区画線が消失し、通行の危険性がある市道について、通学路指定路線を中心に区画線の引き直し工事を実施

速度抑制が必要な本郷西小学校の通学路において、物理的デバイスの設置による減速効果検証を実施

街路樹の枝葉が繁ることにより、交差点の見通しを遮る箇所や歩道の十分な幅員が確保できていない箇所の強剪定を実施

廃 自転車活用推進計画策定事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

予算審議資料(目的別)p.176

3-4-2 防犯活動・交通安全対策の推進 10,000

8 土木費　2 道路橋梁費

116,200 32,240

3-6-2 快適で安全な道路網の形成 －

8 土木費　2 道路橋梁費 土木建設課

365,536 140,364

228,400 178,800

市道改良事業費

505,900

49,600

83,960

土木建設課

交通安全施設整備事業費

3-4-2 防犯活動・交通安全対策の推進 56,500

8 土木費　2 道路橋梁費 土木管理課

交通安全施設整備事業費

予算審議資料(目的別)p.184 △ 6,000

予算審議資料(目的別)p.184
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説　明（当初予算対比）

90 継 河川浚渫事業

特例措置が令和11年度まで延長された緊急浚渫推進事業債（充当率100%、交付税措置率70%）を活用し、河川の氾濫を未然に防

ぐため、河川浚渫の設計及び工事を実施

　　令和6年度　三原地域9河川、本郷地域9河川、久井地域6河川、大和地域2河川

　　令和7年度　三原地域3河川、本郷地域1河川、久井地域1河川、大和地域1河川　

91 廃 味潟雨水排水ポンプ場長寿命化計画策定事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

継 味潟雨水排水ポンプ場等長寿命化事業

味潟雨水排水ポンプ場長寿命化計画に基づき、浸水防除のため、老朽化した味潟雨水排水ポンプ場及び味潟第2雨水排水ポン

プ場の設備を更新

92 継 河川改良事業（流域治水等）

令和7年度までの緊急自然災害防止対策事業債（充当率100%、交付税措置率70%）を活用し、令和3年の豪雨により家屋浸水や道

路冠水が生じた箇所について、対策工事を実施

令和6年度　三原地域7河川、大和地域1河川

令和7年度　三原地域7河川、大和地域1河川

93 継 三原内港再生事業

市中心部の活性化のため、施設の管理者である県と連携し、内港再生事業を実施

令和6年度　基本・実施設計、物件調査、解体設計

令和7年度　基本・実施設計、移転補償

令和8年度　仮設ターミナル工事、港湾ビル解体工事、港湾施設・緑地整備工事

港湾施設整備事業費（港湾改良）

29,136 51,159 △ 22,023

3-3-2 災害に強いまちの構築 －

644,000 274,000 370,000

8 土木費　3 河川費 土木管理課

緊急浚渫推進事業費

－

8 土木費　4 港湾費 港湾課

3-3-2 災害に強いまちの構築 －

30,000 0 30,000

予算審議資料(目的別)p.187

3-3-2 災害に強いまちの構築 △ 5,500

5-4-1 空港・港湾の活用

予算審議資料(目的別)p.187

8 土木費　3 河川費 下水道整備課

河川維持管理費 －

予算審議資料(目的別)p.188

予算審議資料(目的別)p.194

342,978 320,052 22,926

8 土木費　3 河川費 土木管理課

河川改良事業費

－31－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

令和9年度　港湾施設・緑地整備工事、供用開始

94 継 立地適正化計画改定事業

平成29年に策定した現行の立地適正化計画について、中間評価を行い、防災指針を追加するとともに、土砂災害特別警戒区

域等の指定を踏まえ居住誘導区域等を見直すため、計画改定を実施

　6,354千円（令和6年度　5,500千円、令和7年度　854千円）

　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　2,400千円）

廃 都市計画情報デジタル化事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

95 新 街路整備事業

土地区画整理事業により整備される区間から西の椋本三太刀線について、事業認可図書作成に係る予備設計を実施

3-6-1 計画的なまちづくりの推進 －

8 土木費　5 都市計画費 都市開発課

191,200 188,100

6,817 8,160 △ 1,343

予算審議資料(目的別)p.199

△ 1,700

1,600

8 土木費　5 都市計画費 都市開発課

街路整備事業費

379,300

予算審議資料(目的別)p.200

3-6-2 快適で安全な道路網の形成

都市計画一般事務費
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説　明（当初予算対比）

96 継 魅力あるまちなみづくり事業

本町通り及び宗光寺小路において、電線類地中化工事委託、道路改良工事、工損調査等を実施するとともに、建築物等の外観の

修景整備への補助を実施

97 新 やまみ三原運動公園多目的広場人工芝生化・ナイター照明設備等整備事業

安全性・機能性の向上及び利用環境の充実を図るため、三原運動公園の多目的広場を人工芝生化するとともにナイター照明

設備等を整備

　スケジュール　令和7年度　実施設計

　　　　　　　　令和8年度　整備工事（人工芝生化、ナイター照明設備、防球ネット）、

　　　　　 　　　　　　　　スポーツ関連備品更新（サッカーゴール等）

　　　　　　　　令和9年度　竣工記念行事開催

98 廃 市営住宅長寿命化計画改定事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

191,700 154,700 37,000

3-6-3 都市基盤の保全・整備 12,000

魅力あるまちなみづくり事業費

92,000 100,000

住宅整備事業費

223,950 171,200 52,750

8 土木費　5 都市計画費 都市開発課

△ 8,000

予算審議資料(目的別)p.204

△ 5,000

予算審議資料(目的別)p.202

公園整備事業費

建築課

5-5-1 中心市街地の活性化 －

8 土木費　6 住宅費

3-6-6 快適で安全な住まいづくり

8 土木費　5 都市計画費 都市開発課
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99 廃 空家等対策計画改定事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

廃 空き家活用モデル支援事業

新たな事業者の募集を令和6年度で終了したため廃止

新 空家等対策セミナー・相談会実施事業

空き家の発生抑制及び適正管理の促進を目的とした住宅所有者向けのセミナー及び相談会を実施

100 継 宮沖住宅等統合建替事業

令和4年度から令和7年度までの継続費を設定した宮沖住宅等統合建替事業

　継続費　令和4年度～令和7年度　2,310,000千円

令和4年度　　110,400千円　　宮沖住宅1、2号棟解体工事　

令和5年度　　744,500千円　　新築工事、施工監理

令和6年度　1,116,500千円　　新築工事、施工監理

令和7年度　　338,600千円　　宮沖住宅3、4、5号棟、旧母子寮、宮浦住宅、西迫上住宅解体工事

338,600 1,148,700 △ 810,100

3-6-6 快適で安全な住まいづくり

－

8 土木費　6 住宅費

予算審議資料(目的別)p.205

住宅建設事業費（宮沖）

8 土木費　6 住宅費

予算審議資料(目的別)p.205 500

3-6-6 快適で安全な住まいづくり

5,315 12,570 △ 7,255

△ 4,500

建築課

空家等対策事業費

建築課

△ 3,000
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101 継 三原西消防署庁舎整備事業

現在の庁舎は昭和56年築で旧耐震であるとともに、洪水浸水想定区域内にあり、安心・安全な消防活動の維持、継続のために移

転整備

　事業内容：土地造成工事　200,000千円（令和5年度　73,000千円、令和6年度　127,000千円）

　　　　　　建築工事　　　881,330千円（令和6年度　364,400千円、令和7年度　516,930千円）

　　　　　　　　　　　　　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　548,400千円）

　構造　鉄骨造2階建、延床面積　976.81㎡、Nearly　ZEB、太陽光発電設備　36.08kW

　整備計画：造成工事（令和5年度～令和6年度）、建築工事（令和6年度～令和7年度）、令和8年1月竣工予定

新 はしご自動車分解整備事業

平成30年に導入したはしご自動車について、「消防車両の安全基準検討会」が策定している「はしご自動車の安全基準」に基づ

き、分解整備を実施

　全体事業費　32,000千円（負担内訳：三原市　27,384千円、世羅町　4,616千円）

新 消防通信指令システム更新事業

尾道市と共同運営している消防通信指令システムの全面更新に向け、令和7年度から令和9年度の3年間、調達・評価・契約の支

援や構築監理業務を委託

　　令和7年度　設計図書作成等　

　　　全体事業費　14,212千円（負担内訳：三原市　4,900千円、世羅町　1,442千円、尾道市　7,870千円）

　　令和8年度　評価契約支援・構築監理

　　　全体事業費　10,741千円（負担内訳：三原市　3,703千円、世羅町　1,090千円、尾道市　5,948千円）

　　令和9年度　構築監理

予算審議資料(目的別)p.207

90,074

3-4-1 消防・救急体制の整備 －

9 消防費　1 消防費

27,384

76,615

656,793 566,719

消防総務課

常備消防施設等整備事業費
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　　　全体事業費　7,395千円（負担内訳：三原市　2,550千円、世羅町　751千円、尾道市　4,094千円）

消防車両及び救急艇に搭載する端末が使用する通信回線のサービス提供が令和8年3月末で終了するため、代替サービスに対応す

る端末に更新

　全体事業費　213,452千円（負担内訳：三原市　71,715千円、世羅町　22,017千円、尾道市　119,720千円）

廃 消防ポンプ自動車整備事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

廃 録画監視カメラ整備事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

廃 県総合行政通信網再編整備事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

102 継 須波分団屯所整備事業

老朽化した須波分団屯所、須波西車庫及び格納庫（港口、沖浦、須波西、須波ハイツ）を統合整備

　事業内容：屯所建築工事

　建設地　須波一丁目、構造　軽量鉄骨造2階建、延床面積　約98㎡

継 沼田西分団屯所整備事業

老朽化した沼田西分団屯所及び格納庫（小原、惣定）を統合整備

　事業内容：屯所建築工事

　建設地　沼田西町小原、構造　木造平屋建、延床面積　約61㎡

廃 中央方面隊屯所整備事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

3-4-1 消防・救急体制の整備 －

9 消防費　1 消防費 消防総務課

84,514 48,630 35,884

非常備消防施設等整備事業費

△ 48,400

△ 180

△ 6,301

予算審議資料(目的別)p.212 －

△ 6,400
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廃 幸崎分団北屯所整備事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

廃 消防屯所ホース乾燥柱解体事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

103 新 はしご自動車分解整備事業【No.101再掲】

平成30年に導入したはしご自動車について、「消防車両の安全基準検討会」が策定している「はしご自動車の安全基準」に基づ

き、分解整備を実施

　全体事業費　32,000千円（負担内訳：三原市　27,384千円、世羅町　4,616千円）

新 消防通信指令システム更新事業【No.101再掲】

尾道市と共同運営している消防通信指令システムの全面更新に向け、令和7年度から令和9年度の3年間、調達・評価・契約の支

援や構築監理業務を委託

　　令和7年度　設計図書作成等　

　　　全体事業費　14,212千円（負担内訳：三原市　4,900千円、世羅町　1,442千円、尾道市　7,870千円）

　　令和8年度　評価契約支援・構築監理

　　　全体事業費　10,741千円（負担内訳：三原市　3,703千円、世羅町　1,090千円、尾道市　5,948千円）

　　令和9年度　構築監理

　　　全体事業費　7,395千円（負担内訳：三原市　2,550千円、世羅町　751千円、尾道市　4,094千円）

消防車両及び救急艇に搭載する端末が使用する通信回線のサービス提供が令和8年3月末で終了するため、代替サービスに対応す

る端末に更新

29,175 42,364 △ 13,189

予算審議資料(目的別)p.214 23,459

△ 1,800

3-4-1 消防・救急体制の整備 4,616

常備消防施設等整備事業費

9 消防費　1 消防費 世羅消防署

△ 23,700

－37－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

　全体事業費　213,452千円（負担内訳：三原市　71,715千円、世羅町　22,017千円、尾道市　119,720千円）

廃 県総合行政通信網再編整備事業【No.101再掲】

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

104 新 県震度情報ネットワークシステム回線整備事業

県震度情報ネットワークシステムについて、各支所で利用している通信回線サービスが令和8年1月末で終了することに伴い、

別の通信回線への切替工事を実施

廃 県総合行政通信網再編整備事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

105 拡 災害時備蓄物資確保事業

県の「災害応急救助物資の備蓄・調達方針」の中間見直しにより、本市の災害支援物資の備蓄数量の見直しを実施

※令和7年秋頃に見直される「地震被害想定調査報告書」を踏まえ、「災害応急救助物資の備蓄・調達方針」の最終見直しが計

　画されており、本市も県の最終見直しに合わせ、再度、備蓄数量等を見直す予定

予算審議資料(目的別)p.215

1,261

9 消防費　1 消防費 危機管理課

防災対策事業費

3-3-1 災害対応力の強化

毛布、紙おむつ、生理用品

　1日目　2食、2日目　2食

毛布、紙おむつ、生理用品、トイレットペーパー

　1日目　2食、2日目　3食、3日目　3食

を備蓄

3,172

9 消防費　1 消防費 危機管理課

7,452 0 7,452

予算審議資料(目的別)p.216 を備蓄

拠点避難所維持管理費

食料

△ 1,849

生活必需品

県と市の備蓄数量をあわせて、発災から2日分（4食）県と市の備蓄数量をあわせて、発災から3日分（8食）

見直し後区分 見直し前

3-3-1 災害対応力の強化

△ 5,357 △ 8,6268,386 13,743

－38－
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単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

106 新 屋内運動場空調設備整備事業

小・中学校の屋内運動場への空調設備導入について、空調種類（ガス空調・電気空調・移動式強力スポット空調等）ごとの整備

費用と維持費用のコスト比較や能力比較を踏まえ、基本計画を策定

107 継 コミュニティ・スクール推進事業【No.120関連】

学校の目標やビジョンを共有することを通して、子どもの学びや成長を地域全体で支える仕組みを構築

　導入済みの全市立小学校、宮浦中及び久井中の活動を推進

　導入済みの宮浦中及び久井中を除く、中学校8校に制度を導入

　学校ごとに、学校運営協議会委員を委嘱

108 新 デジタル採点システム整備事業

教員の採点時間を短縮するとともに、データ分析による個人採点票を活用し、最適な学習指導を実施するため、全市立小中学校

にデジタル採点システムを導入

新 指導者用デジタル教科書整備事業（中学校）

教科書の改訂に合わせ、市立中学校に全教科の指導者用デジタル教科書を整備

学校において各教員が指導者用デジタル教科書を活用し、授業改善

　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　31,200千円（12月補正））

縮 読書環境充実事業

令和6年度予算において、市立小中学校の図書館システム整備完了のため縮小

廃 指導者用デジタル教科書整備事業（小学校）

予算審議資料(目的別)p.217

10 教育費　1 教育総務費 教育振興課

教育総務一般事務費

43,083 31,814 11,269

学ぶ力育成事業費

365,903 380,126

予算審議資料(目的別)p.217

2-2-2 教育環境の整備・充実

△ 2,358

△ 64,102

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実 －

10 教育費　1 教育総務費 教育振興課

コミュニティ・スクール推進事業費

3,550 1,846

教育振興課

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実 3,355

10 教育費　1 教育総務費

△ 14,223 31,181

1,704

予算審議資料(目的別)p.217

10,000

－39－



令和7年度新規・拡充等の事業概要
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

109 廃 西部共同調理場空調設備更新事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

110 継 学校施設長寿命化事業

長寿命化改修設計（中之町小学校（校舎及び屋内運動場）、沼田東小学校（屋内運動場））

長寿命化改修工事（西小学校（校舎及び屋内運動場））

　369,300千円（令和6年度　147,700千円、令和7年度　221,600千円）

　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　221,600千円）

111 新 学校教育情報環境整備事業

国のGIGAスクール構想に基づき、令和2年度に整備した小学校の児童1人1台のICT端末が更新期を迎えることに伴い、機器を更新

県と市町で組織する「広島県GIGAスクール推進協議会」で共同調達

　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　354,000千円（内訳：小学校　225,600千円、中学校　128,400千円）

　　（12月補正））予算審議資料(目的別)p.219

10 教育費　2 小学校費 教育振興課

施設整備事業費

71,726257,621

予算審議資料(目的別)p.219

2-2-2 教育環境の整備・充実 225,600

10 教育費　2 小学校費 教育振興課

教材備品整備事業費

185,895

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実 △ 28,800

10 教育費　1 教育総務費 学校給食課

施設維持管理費

692,838 718,496 △ 25,658

2-2-2 教育環境の整備・充実 －

226,500 376,046 △ 149,546

－40－
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単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

廃 校務用及び学習用端末更新事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

112 継 学校施設長寿命化事業

長寿命化改修工事（宮浦中学校（屋内運動場及び武道場））

　308,000千円（令和7年度　123,200千円、令和8年度　184,800円）

　（債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　184,800千円）

113 新 校務用及び学習用端末更新事業

更新期にある中学校の教職員用端末を更新

教員用端末については、文部科学省の校務ＤＸ推進の方針に基づき、校務用端末及び学習用端末を1台に統合する仕様で更新

　更新対象　全中学校の教員用端末、事務職員用端末及び会計年度任用職員用端末

新 学校教育情報環境整備事業

国のGIGAスクール構想に基づき、令和2年度に整備した中学校の生徒1人1台のICT端末が更新期を迎えることに伴い、機器を更新

県と市町で組織する「広島県GIGAスクール推進協議会」で共同調達

　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　354,000千円（内訳：小学校　225,600千円、中学校　128,400千円）

　　（12月補正））

△ 49,400

予算審議資料(目的別)p.219 128,400

180,221 13,397 166,824

2-2-2 教育環境の整備・充実

10 教育費　3 中学校費 教育振興課

教材備品整備事業費

37,000

2-2-2 教育環境の整備・充実 －

10 教育費　3 中学校費 教育振興課

施設整備事業費

123,700 308,640 △ 184,940

予算審議資料(目的別)p.219

－41－
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

114 縮 就園援助事業

昭和園が幼稚園から幼稚園型認定こども園に移行したことに伴う、施設型給付金及び施設等利用給付の縮小

115 拡 私立認定こども園運営助成事業

昭和園が幼稚園から幼稚園型認定こども園に移行したことに伴う、施設型給付金及び施設等利用給付の拡充

廃 就学前教育・保育施設整備費補助事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

116 新 小早川隆景展開催事業

「（仮称）小早川家から引き継いだもの」を開催

　内容　絵画、武具等の小早川家資料を展示

　開催時期　未定

　会場　市民ギャラリー

117 新 三原城跡天主台濠階段整備事業

賑わいの創出及び三原城跡を安全に活用・管理するため、三原城跡天主台濠の隣接地に階段を設置

　整備計画　令和7年度　関係機関協議、実施設計

　　　　　　令和8年度　設置工事11,808 △ 2,369

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実 170,490

10 教育費　4 幼稚園費 教育振興課

私立認定こども園運営助成事業費 △ 257,446

577,847 671,474 △ 93,627

予算審議資料(目的別)p.220

10 教育費　5 社会教育費 文化課

記念物保存活用事業費

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実 △ 90,868

10 教育費　4 幼稚園費 教育振興課

就園援助事業費

12,951 107,272 △ 94,321

予算審議資料(目的別)p.220

予算審議資料(目的別)p.221

8,495 7,361 1,134

予算審議資料(目的別)p.221

5-3-1 歴史・文化財の保存・活用 1,500

10 教育費　5 社会教育費 文化課

5-3-1 歴史・文化財の保存・活用 132

14,177

三原城跡歴史公園等維持管理費

－42－
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予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

118 継 リージョンプラザ長寿命化事業

長寿命化計画に基づく早期保全及び更新のため、施設の長寿命化工事を実施

　整備計画　令和6年度　電気設備等改修工事

　　　　　　　　　　　 　1,019,000千円（令和6年度　404,700千円、令和7年度　614,300千円）

 　　　　　　　　　　　　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　614,300千円）

　　　　　　令和7年度　主体育館床張替・文化・展示ホール空調等改修設計

　　　　　　　　　　　 外壁、エレベーター、プール空調等改修工事

　　　　　　　　　　　　 879,000千円（令和7年度　349,500千円、令和8年度　529,500千円）

　　　　　　　　　　　　 （債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　529,500千円）

今後の工事予定

新 リージョンプラザスポーツ備品更新事業

経年劣化したスポーツ関連備品を更新

　更新備品　バドミントンポール、卓球台、卓球フェンス

2-3-4 スポーツの推進 －

10 教育費　5 社会教育費 スポーツ振興課

年度

予算審議資料(目的別)p.222

南館　6か月

令和7年度

電気設備等改修工事

施設維持管理費

1,102,393 549,042 553,351

本館全施設　3か月
（令和7年11月1日～令和8年1月31日）

外壁、エレベーター、プール空調等改修工事

なし

令和8年度

令和9年度 屋上防水・南館換気設備等改修工事

2,000

工事内容 休館期間

主・副体育館、プール、弓道場　4か月

主体育館床、文化・展示ホール空調等改修工事
主体育館　2か月、文化・展示ホール　3か月、
その他　1.5か月

－43－
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止
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款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

119 継 三原市歴史民俗資料館移転開館事業

旧耐震である三原市歴史民俗資料館を、耐震性がある元ゆめきゃりあセンターへ移転整備することに伴い、展示室等制作及び

資料等の移設を実施

　整備計画　令和5年度　展示設計及び建物改修設計

　　　　　　令和6年度　展示室等制作及び改修工事、資料等移設

　　　　　　令和7年度　資料等移設、移転リニューアル開館、記念式典及び講演会（令和7年8月1日開館予定）

廃 文化財修繕事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

120 継 コミュニティ・スクール推進事業【No.107関連】

学校の目標やビジョンを共有することを通して、子どもの学びや成長を地域全体で支える仕組みを構築

　導入済みの全市立小学校、宮浦中及び久井中の活動を推進

　導入済みの宮浦中及び久井中を除く、中学校8校に制度を導入

　学校ごとに、地域学校協働活動推進員を選任

　学校関係者及び地域住民等の理解促進を図るため、研修会を2回開催

△ 60,227

予算審議資料(目的別)p.222

コミュニティ・スクール推進事業費

2,337

5-3-1 歴史・文化財の保存・活用 －

△ 2,080

予算審議資料(目的別)p.223

施設維持管理費

10 教育費　5 社会教育費 生涯学習課

文化課

90,987

10 教育費　5 社会教育費

4,981 △ 2,644

2-3-2 青少年の健全育成

30,760

－

－44－
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No
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新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

121 新 宇根山天文台天体望遠鏡修繕事業

宇根山天文台天体望遠鏡内部の凹凸面鏡を再メッキすることで、望遠鏡の機能を維持

廃 宇根山家族旅行村浄化槽改修事業

令和6年度予算において、事業完了のため廃止

122 継 中央公民館長寿命化事業

長寿命化計画に基づく早期保全及び更新のため、施設の長寿命化工事を実施

　整備計画　令和7年度　建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事

　　　　　　　　　　　　 571,000千円（令和7年度　227,700千円、令和8年度　343,300千円）

　　　　　　　　　　　　 （債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　343,300千円）

　　　　　　令和8年度　建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事

今後の工事予定

123 継 北方コミュニティセンター空調設備更新事業

故障した大ホールの空調設備を更新し、利用環境を改善

　整備計画　令和6年度　空調設備更新工事

　　 　　　　　　　　　　34,700千円（令和6年度　13,800千円、令和7年度　20,900千円）

　　　　　　　　 　　　　（債務負担行為限度額　令和6年度～令和7年度　21,600千円）

2-3-2 青少年の健全育成 3,000

10 教育費　5 社会教育費

予算審議資料(目的別)p.223

2-3-1 生涯学習の振興 －

10,893 44,372 △ 33,479

施設維持管理費 △ 34,000

施設維持管理費

161,831 156,205 5,626

予算審議資料(目的別)p.224

建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事

なし

令和8年度

2-3-1 生涯学習の振興 －

予算審議資料(目的別)p.223

10 教育費　5 社会教育費 生涯学習課

年度 工事内容 休館期間

10 教育費　5 社会教育費 生涯学習課

施設維持管理費

259,859 52,870 206,989

令和7年度

生涯学習課

全館休館　2か月、部分休館　6か月
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説　明（当初予算対比）

　　　　　　令和7年度　空調設備更新工事（休館1か月）

124 新 さぎしまサイクルツーリング事業

佐木島の自転車コースとしての魅力発信のため、島の名所を自転車で巡るサイクルツーリングイベントを開催

縮 自転車レース事業

佐木島から中央森林公園への会場変更に伴い自主開催が可能となるため、令和6年度で補助事業を廃止

自転車を活用したスポーツ振興及び地域活性化のため、引き続きカウントダウンボードの設置等の広報活動を実施

廃 トライアスロン大会開催事業

令和6年度で補助事業を廃止

125 新 スポーツ環境整備事業

大規模大会の誘致やスポーツ環境の充実を図るため、ソフトボール及び野球等で使用する移動式外野フェンスを購入

　購入内容　移動式外野フェンス　130枚（2面分）

　配備場所　白竜湖スポーツ村公園

スポーツ振興課

2-3-4 スポーツの推進 500

10 教育費　6 保健体育費

予算審議資料(目的別)p.225

スポーツ活動推進事業費 △ 5,013

11,256 16,826 △ 5,570

予算審議資料(目的別)p.225

2-3-4 スポーツの推進 3,600

10 教育費　6 保健体育費 スポーツ振興課

施設維持管理費

24,033 20,363 3,670

△ 1,000
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126 継 国民健康保険税の賦課限度額等の改定

国民健康保険税の税率等を改定し、賦課限度額及び低所得者の保険税軽減措置の基準額を改定

保険税率等については、令和6年度の保険税率等と令和7年度標準保険料率の差の1/2を標準保険料率から引き下げる

　保険税率等

　賦課限度額 低所得者の保険税軽減措置の基準額

①5割軽減の軽減判定所得

（現行） 基礎控除額（43万円）＋29.5万円×被保険者数※

（改正後） 基礎控除額（43万円）＋30.5万円×被保険者数※

②2割軽減の軽減判定所得

（現行） 基礎控除額（43万円）＋54.5万円×被保険者数※

（改正後） 基礎控除額（43万円）＋56万円×被保険者数※

※軽減基準額の算定式には、それぞれ

　「＋10万円×（給与所得者等の数－1）」を加える。

医療分 7.18%

介護分 1.88% 9,644円

3-2-4　社会保障制度の適正な運営

予算審議資料(目的別)p.230

所得割率 均等割額

－

国民健康保険（事業勘定）特別会計 保険医療課

－

－ － －

令和7年度

平等割額 所得割率 均等割額 平等割額

33,709円 21,925円

6,949円 2.69% 11,180円 7,340円

区分

令和6年度

29,921円

後期高齢者支援分　 2.53% 10,319円

4,709円 2.09% 10,695円 5,201円

区分 令和6年度 令和7年度

医療分 650,000円 660,000円

後期高齢者支援分　 240,000円 260,000円

介護分 170,000円 170,000円

計 1,060,000円 1,090,000円

19,771円 7.97%
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127 新 高齢者移動支援事業

外出時に自力で移動できない高齢者の移動を支援する住民団体、NPO法人等に補助金を交付

　補助率10/10　上限500千円

予算審議資料(目的別)p.235

3-2-2 長寿社会対策の推進 500

113,882 112,906 976

介護保険特別会計 高齢者福祉課

訪問型サービス事業費

金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数

新規 1,727,965 66 2,869,477 77 △ 1,141,512 △ 11

拡充 855,169 40 719,492 34 135,677 6

縮小 △ 154,990 6 △ 201,431 4 46,441 2

廃止 △ 1,066,737 27 △ 1,688,600 25 621,863 2

継続 － 37 － 24 － 13

計 1,361,407 176 1,698,938 164 △ 337,531 12

令和7年度 令和6年度 増減
区分
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